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●労働契約法（抄）

（平成十九年十二月五日法律第百二十八号）

（労働契約の原則）

第三条 労働契約は、労働者及び使用者が対等の立場における合意に基づいて締結し、又は

変更すべきものとする。

２ 労働契約は、労働者及び使用者が、就業の実態に応じて、均衡を考慮しつつ締結し、又

は変更すべきものとする。

３ 労働契約は、労働者及び使用者が仕事と生活の調和にも配慮しつつ締結し、又は変更す

べきものとする。

４ 労働者及び使用者は、労働契約を遵守するとともに、信義に従い誠実に、権利を行使し、

及び義務を履行しなければならない。

５ 労働者及び使用者は、労働契約に基づく権利の行使に当たっては、それを濫用すること

があってはならない。

（労働契約の成立）

第六条 労働契約は、労働者が使用者に使用されて労働し、使用者がこれに対して賃金を支

払うことについて、労働者及び使用者が合意することによって成立する。

第七条 労働者及び使用者が労働契約を締結する場合において、使用者が合理的な労働条件

が定められている就業規則を労働者に周知させていた場合には、労働契約の内容は、その

就業規則で定める労働条件によるものとする。ただし、労働契約において、労働者及び使

用者が就業規則の内容と異なる労働条件を合意していた部分については、第十二条に該当

する場合を除き、この限りでない。
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●労働基準法（抄）

（昭和二十二年四月七日法律第四十九号）

（労働条件の明示）

第十五条 使用者は、労働契約の締結に際し、労働者に対して賃金、労働時間その他の労働

条件を明示しなければならない。この場合において、賃金及び労働時間に関する事項その

他の厚生労働省令で定める事項については、厚生労働省令で定める方法により明示しなけ

ればならない。

（２・３ 略）

●労働基準法施⾏規則（抄）（昭和二十二年八月三十日厚生省令第二十三号）

第五条 使用者が法第十五条第一項前段の規定により労働者に対して明示しなければならない労

働条件は、次に掲げるものとする。ただし、第一号の二に掲げる事項については期間の定めの

ある労働契約であつて当該労働契約の期間の満了後に当該労働契約を更新する場合があるもの

の締結の場合に限り、第四号の二から第十一号までに掲げる事項については使用者がこれらに

関する定めをしない場合においては、この限りでない。

一 労働契約の期間に関する事項

一の二 期間の定めのある労働契約を更新する場合の基準に関する事項

一の三 就業の場所及び従事すべき業務に関する事項

二 始業及び終業の時刻、所定労働時間を超える労働の有無、休憩時間、休日、休暇並びに労

働者を二組以上に分けて就業させる場合における就業時転換に関する事項

三 賃金（退職手当及び第五号に規定する賃金を除く。以下この号において同じ。）の決定、計

算及び支払の方法、賃金の締切り及び支払の時期並びに昇給に関する事項

四 退職に関する事項（解雇の事由を含む。）

四の二 退職手当の定めが適用される労働者の範囲、退職手当の決定、計算及び支払の方法並

びに退職手当の支払の時期に関する事項

五 臨時に支払われる賃金（退職手当を除く。）、賞与及び第八条各号に掲げる賃金並びに最低

賃金額に関する事項

六 労働者に負担させるべき食費、作業用品その他に関する事項

七 安全及び衛生に関する事項

八 職業訓練に関する事項

九 災害補償及び業務外の傷病扶助に関する事項

十 表彰及び制裁に関する事項

十一 休職に関する事項

○２ 法第十五条第一項後段の厚生労働省令で定める事項は、前項第一号から第四号までに掲げ

る事項（昇給に関する事項を除く。）とする。

○３ 法第十五条第一項後段の厚生労働省令で定める方法は、労働者に対する前項に規定する事

項が明らかとなる書面の交付とする。

（注）厚生労働省ホームページ掲載のモデル労働条件通知書においては、就業の場所につい

て、「記載要領」で以下のように記している。

「『就業の場所』及び『従事すべき業務の内容』の欄については、雇入れ直後のものを記載

することで足りるが、将来の就業場所や従事させる業務を併せ網羅的に明示することは

差し支えないこと。」
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●育児休業、介護休業等育児⼜は家族介護を⾏う労働者の福祉に関する法律（抄）

（平成三年五月十五日法律第七十六号）

（労働者の配置に関する配慮）

第二十六条 事業主は、その雇用する労働者の配置の変更で就業の場所の変更を伴うものを

しようとする場合において、その就業の場所の変更により就業しつつその子の養育又は家

族の介護を行うことが困難となることとなる労働者がいるときは、当該労働者の子の養育

又は家族の介護の状況に配慮しなければならない。

●⼦の養育⼜は家族介護を⾏い、⼜は⾏うこととなる労働者の職業⽣活と家庭⽣活との両⽴

が図られるようにするために事業主が講ずべき措置に関する指針（抄）

（平成 21年厚生労働省告示第 509 号）

第２ 事業主が講ずべき措置の適切かつ有効な実施を図るための指針となるべき事項

15 法第 26 条の規定により、その雇用する労働者の配置の変更で就業の場所の変更を伴うもの

をしようとする場合において、当該労働者の子の養育又は家族の介護の状況に配慮するに当

たっての事項

配慮することの内容としては、例えば、当該労働者の子の養育又は家族の介護の状況を把

握すること、労働者本人の意向をしんしゃくすること、配置の変更で就業の場所の変更を伴

うものをした場合の子の養育又は家族の介護の代替手段の有無の確認を行うこと等があるこ

と。
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●雇⽤の分野における男⼥の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（抄）

（昭和四十七年七月一日法律第百十三号）

（性別以外の事由を要件とする措置）

第七条 事業主は、募集及び採用並びに前条各号に掲げる事項に関する措置であつて労働者

の性別以外の事由を要件とするもののうち、措置の要件を満たす男性及び女性の比率その

他の事情を勘案して実質的に性別を理由とする差別となるおそれがある措置として厚生労

働省令で定めるものについては、当該措置の対象となる業務の性質に照らして当該措置の

実施が当該業務の遂行上特に必要である場合、事業の運営の状況に照らして当該措置の実

施が雇用管理上特に必要である場合その他の合理的な理由がある場合でなければ、これを

講じてはならない。

●雇⽤の分野における男⼥の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律施⾏規則（抄）

（昭和六十一年一月二十七日労働省令第二号）

（実質的に性別を理由とする差別となるおそれがある措置）

第二条 法第七条 の厚生労働省令で定める措置は、次のとおりとする。

一 労働者の募集又は採用に関する措置であつて、労働者の身長、体重又は体力に関する事由

を要件とするもの

二 労働者の募集若しくは採用、昇進又は職種の変更に関する措置であつて、労働者の住居の

移転を伴う配置転換に応じることができることを要件とするもの

三 労働者の昇進に関する措置であつて、労働者が勤務する事業場と異なる事業場に配置転換

された経験があることを要件とするもの

●労働者に対する性別を理由とする差別の禁⽌等に関する規定に定める事項に関し、事業主

が適切に対処するための指針（抄）

（平成 18 年厚生労働省告示第 614 号）

第３ 間接差別（法第７条関係）

１ 雇用の分野における性別に関する間接差別

⑴ 雇用の分野における性別に関する間接差別とは、①性別以外の事由を要件とする措置で

あって、②他の性の構成員と比較して、一方の性の構成員に相当程度の不利益を与えるも

のを、③合理的な理由がないときに講ずることをいう。

⑵ ⑴の①の「性別以外の事由を要件とする措置」とは、男性、女性という性別に基づく措

置ではなく、外見上は性中立的な規定、基準、慣行等（以下第３において「基準等」とい

う。）に基づく措置をいうものである。

⑴の②の「他の性の構成員と比較して、一方の性の構成員に相当程度の不利益を与える

もの」とは、当該基準等を満たすことができる者の比率が男女で相当程度異なるものをい

う。

⑴の③の「合理的な理由」とは、具体的には、当該措置の対象となる業務の性質に照ら

して当該措置の実施が当該業務の遂行上特に必要である場合、事業の運営の状況に照らし

て当該措置の実施が雇用管理上特に必要であること等をいうものである。

⑶ （略） 

２ （略）
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３ 労働者の募集若しくは採用、昇進又は職種の変更に当たって、転居を伴う転勤に応じるこ

とができることを要件とすること（法第７条・均等則第２条第２号関係）

⑴ 均等則第２条第２号の「労働者の募集若しくは採用、昇進又は職種の変更に関する措置

であつて、労働者が住居の移転を伴う配置転換に応じることができることを要件とするも

の」とは、労働者の募集若しくは採用、昇進又は職種の変更に当たって、転居を伴う転勤

に応じることができること（以下「転勤要件」という。）を選考基準とするすべての場合を

いい、例えば、次に掲げるものが該当する。

（転勤要件を選考基準としていると認められる例）

イ 募集若しくは採用又は昇進に当たって、転居を伴う転勤に応じることができる者のみ

を対象とすること又は複数ある採用又は昇進の基準の中に、転勤要件が含まれているこ

と。

ロ 職種の変更に当たって、転居を伴う転勤に応じることができる者のみを対象とするこ

と又は複数ある職種の変更の基準の中に、転勤要件が含まれていること。例えば、事業

主が新たにコース別雇用管理（事業主が、その雇用する労働者について、労働者の職種、

資格等に基づき複数のコースを設定し、コースごとに異なる雇用管理を行うものをいう。）

を導入し、その雇用する労働者を総合職と一般職へ区分する場合に、総合職については、

転居を伴う転勤に応じることができる者のみ対象とすること又は複数ある職種の変更の

基準の中に転勤要件が含まれていることなどが考えられること。

⑵ 合理的な理由の有無については、個別具体的な事案ごとに、総合的に判断が行われるも

のであるが、合理的な理由がない場合としては、例えば、次のようなものが考えられる。

（合理的な理由がないと認められる例）

イ 広域にわたり展開する支店、支社等がなく、かつ、支店、支社等を広域にわたり展開

する計画等もない場合

ロ 広域にわたり展開する支店、支社等はあるが、長期間にわたり、家庭の事情その他の

特別な事情により本人が転勤を希望した場合を除き、転居を伴う転勤の実態がほとんど

ない場合

ハ 広域にわたり展開する支店、支社等はあるが、異なる地域の支店、支社等での勤務経験

を積むこと、生産現場の業務を経験すること、地域の特殊性を経験すること等が労働者

の能力の育成・確保に特に必要であるとは認められず、かつ、組織運営上、転居を伴う

転勤を含む人事ローテーションを行うことが特に必要であるとは認められない場合

４ 労働者の昇進に当たり、転勤の経験があることを要件とすること（法第７条・均等則第２

条第３号関係）

⑴ 均等則第２条第３号の「労働者の昇進に関する措置であつて、労働者が勤務する事業場

と異なる事業場に配置転換された経験があることを要件とするもの」とは、一定の役職へ

の昇進に当たり、労働者に転勤の経験があること（以下「転勤経験要件」という。）を選考

基準とするすべての場合をいい、例えば、次に掲げるものが該当する。

（転勤経験要件を選考基準としていると認められる例）

イ 一定の役職への昇進に当たって、転勤の経験がある者のみを対象とすること。

ロ 複数ある昇進の基準の中に、転勤経験要件が含まれていること。

ハ 転勤の経験がある者については、一定の役職への昇進の選考において平均的な評価が

なされている場合に昇進の対象とするが、転勤の経験がない者については、特に優秀と

いう評価がなされている場合にのみその対象とすること。

ニ 転勤の経験がある者についてのみ、昇進のための試験を全部又は一部免除すること。

⑵ 合理的な理由の有無については、個別具体的な事案ごとに、総合的に判断が行われるも

のであるが、合理的な理由がない場合としては、例えば、次のようなものが考えられる。

（合理的な理由がないと認められる例）

イ 広域にわたり展開する支店、支社がある企業において、本社の課長に昇進するに当た

って、本社の課長の業務を遂行する上で、異なる地域の支店、支社における勤務経験が



27

特に必要であるとは認められず、かつ、転居を伴う転勤を含む人事ローテーションを行

うことが特に必要であるとは認められない場合に、転居を伴う転勤の経験があることを

要件とする場合

ロ 特定の支店の管理職としての職務を遂行する上で、異なる支店での経験が特に必要と

は認められない場合において、当該支店の管理職に昇進するに際し、異なる支店におけ

る勤務経験を要件とする場合
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●コース等で区分した雇⽤管理を⾏うに当たって事業主が留意すべき事項に関する指針

（平成二十五年厚生労働省告示第三百八十四号）

第１ 目的

この指針は、事業主がコース等で区分した雇用管理（以下「コース等別雇用管理」という。）

を行うに当たり、その適正かつ円滑な運用に資するよう、事業主が留意すべき事項について定

めたものである。

第２ コース等別雇用管理を行うに当たっての基本的考え方

事業主は、コース等別雇用管理を行うに当たっては、雇用の分野における男女の均等な機会

及び待遇の確保等に関する法律（昭和４７年法律第１１３号。以下「法」という。）を遵守する

とともに、その適正かつ円滑な運用を行い、その雇用する労働者がどのようなコース等の区分

に属する者であってもその有する能力を有効に発揮しつつ就労できる環境が整備されるよう、

この指針で定める事項に留意すべきである。

第３ コース等別雇用管理の定義

この指針において「コース等別雇用管理」とは、事業主が、その雇用する労働者について、

労働者の職種、資格等に基づき複数のコースを設定し、コースごとに異なる募集、採用、配置、

昇進、教育訓練、職種の変更等の雇用管理を行うものをいい、一定の業務内容や専門性等によ

りコースに類似した複数のグループを設定し、処遇についてグループごとに異なる取扱いを行

うもの及び勤務地の限定の有無により異なる雇用管理を行うものも含まれるものである。

第４ コース等別雇用管理を行うに当たって事業主が留意すべき事項

一 事業主は、コース等の新設、変更又は廃止に当たっては、次に掲げることに留意すること

が必要である。

（法に直ちに抵触する例）

(1) 一方の性の労働者のみを一定のコース等に分けること。

(2) 一方の性の労働者のみ特別な要件を課すこと。

(3) 形式的には男女双方に開かれた制度になっているが、実際の運用上は男女異なる取扱い

を行うこと。

（制度のより適正かつ円滑な運用をするために留意すべき事項の例）

(1) コース等別雇用管理を行う必要性及び当該コース等の区分間の処遇の違いの合理性につ

いて十分に検討すること。その際、コース等の区分に用いる基準のうち一方の性の労働者

が事実上満たすことが困難なものについては、その必要性について特に注意すること。

(2) 労働者の納得が得られ、長期的な職業設計をたてることができるように制度運営がなさ

れることが肝要であることを踏まえ、コース等の区分間の職務内容及び職務上求められる

能力を明確にするとともに、労働者に対し、コース等の区分における職務内容、処遇等を

十分に説明すること。

(3) コース等の新設、変更又は廃止に際して、処遇を変更する場合には、その内容及び必要

性を十分に検討するとともに、当該コース等に属する労働者及び労働組合に対し、十分に

説明しつつ慎重に行うこと。またその場合には、転換制度の活用等経過措置を設けること

により柔軟な運用を図ることも考えられること。

(4) コース等を廃止する際、当該コース等に属する労働者の多くが一方の性の労働者である

場合には、結果的に一方の性の労働者のみに解雇その他不利益な取扱いがなされることの

ないよう、教育訓練の実施等により他のコース等への円滑な転換を図る等十分な配慮を行

うこと。
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（労働者の能力発揮のため実施することが望ましい事項の例）

(1) コース等の区分に分ける際、労働者の従来の職種等に関わらず、その時点における意欲、

能力、適性等を適切に評価するとともに、当該労働者の意思を確認すること。

(2) コース等の区分間の転換を認める制度を柔軟に設定すること。その際、労働者に対し、

コース等ごとの職務内容、処遇の内容等の差異について情報を提供するとともに、労働者

の意向等を十分に把握した上で、例えば、次の事項に配慮した柔軟な運用を図ることも検

討すること。その際、女性労働者の活躍推進の観点から、コース等の区分間の転換を目指

す労働者の努力を支援すること等に配慮した制度設計を行うことが望まれること。

ⅰ） 転換が区分間相互に可能であること。

ⅱ） 転換の機会が十分に確保されていること。

ⅲ） 転換の可否の決定及び転換時の格付けが適正な基準で行われること。

ⅳ） 転換を行う労働者に対し、これまでのキャリアルートの違いを考慮した教育訓練を必

要に応じ受けさせること。

二 事業主は、コース等別雇用管理における労働者の募集又は採用に当たっては、次に掲げる

ことに留意することが必要である。

（法に直ちに抵触する例）

(1) 募集又は採用に当たり、男女別で選考基準又は採用基準に差を設けること。

(2) 募集又は採用に当たり、合理的な理由なく転居を伴う転勤に応じることができる者のみ

を対象とすること（いわゆる「転勤要件」）又は合理的な理由なく複数ある採用の基準の中

に、転勤要件が含まれていること。

ただし、法上、総合職の女性が相当程度少ない場合に、例えば総合職の採用に当たって、

女性を積極的に選考すること等女性優遇の措置をとることは許容されていること。

（制度のより適正かつ円滑な運用をするために留意すべき事項の例）

(1) 募集又は採用に当たり、応募者の自主的なコース等の選択を促進する観点から、応募者

に対し、コース等ごとの職務内容、処遇の内容等の差異について情報を提供すること。

(2) 募集又は採用に当たり、合理的な理由により転勤要件を課す場合には、応募者に対し、

可能な範囲で転勤要件に関する情報を提供すること。

（労働者の能力発揮のため実施することが望ましい事項の例）

(1) 採用時にはその雇用する労働者をコース等に区分せず、一定の勤務経験 を経た後に、当

該労働者の意欲、能力、適性等に応じて区分することも一つの方法として考えられること。

(2) 採用担当者等に対する研修の実施等により、性別に関わらず、労働者の意欲、能力、適

性等に応じた採用の実施の徹底を図る等の対策を講じること。

(3) コース等別雇用管理を行う事業主においては、一般的に、事業の運営の基幹となる事項

に関する企画立案、営業、研究開発等を行う業務に従事するコース（いわゆる「総合職」）

に女性労働者が少なく、定型的業務に従事するコース（いわゆる「一般職」）に多い等の実

態があることから、総合職の女性が相当程度少ない状況である場合には、その募集又は採

用に当たり、女性応募者を積極的に選考することや女性応募者に対し、採用面接の際に女

性の活躍を推進する意思表示を積極的に行うこと。

三 事業主は、コース等別雇用管理における配置、昇進、教育訓練、職種の変更等に当たって

は、次に掲げることに留意することが必要である。

（法に直ちに抵触する例）

配置、昇進、教育訓練、職種の変更等に当たり、男女別で運用基準に差を設けること。

ただし、法上、総合職の女性が相当程度少ない場合に、例えば、コース等転換制度を積

極的に用いて、一般職女性の総合職への転換促進を図ることは許容されていること。
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（制度のより適正かつ円滑な運用をするために留意すべき事項の例）

コース等ごとにそれぞれ昇進の仕組みを定めている場合には、これを明確にすること。

（労働者の能力発揮のため実施することが望ましい事項の例）

一般職についても、相応の経験や能力等を要する業務に従事させる場合には、その労働

者に対し、適切に教育訓練等を行い、その能力の向上を図るとともに、当該労働者の意欲、

能力、適性等に応じ、総合職への転換を行うこと。

四 その他

(1) コース等別雇用管理を行う場合において、制度を導入した後も、コース等別雇用管理の

状況を把握し、それを踏まえ、コース等別雇用管理を行う必要性の検討及び法に則した雇

用管理となっているかの分析を行うとともに、その結果、法に則した雇用管理への改善が

必要と認められる場合においては、当該コース等別雇用管理を法に則したものとなるよう、

必要な措置を講じることが重要であること。

(2) どのようなコース等の区分を選択した者にとっても家庭生活との両立を図りながら働く

ことのできる職場環境を整備したり、出産、育児による休業を取得しても、その後の労働

者の意欲、能力、成果等によって、中長期的には処遇上の差を取り戻すことが可能になる

ような人事管理制度や能力評価制度の導入を積極的に推進することが重要であること。
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